
◎特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律 
（令和五年五月一二日法律第二五号）   

一、 提案理由（令和五年三月二九日・衆議院内閣委員会） 

○後藤国務大臣 ただいま議題となりました特定受託事業者に係る取引の適正化等に関

する法律案につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、我が国における働き方の多様化の進展に鑑み、個人が事業者として受

託した業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、特定受託事業者に業

務委託をする事業者について、特定受託事業者の給付の内容その他の事項の明示を義務

づける等の措置を講ずることにより、特定受託事業者に係る取引の適正化及び特定受託

業務従事者の就業環境の整備を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目

的とするものであります。 

 次に、この法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、特定受託事業者を、業務委託の相手方である事業者のうち、個人であって従

業員を使用しないもの又は法人であって一の代表者以外に他の役員がなく、かつ、従業

員を使用しないものと定義することとしております。 

 第二に、特定受託事業者に係る取引の適正化について定めるものであります。 

 業務委託事業者は、特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、原則として、直ち

に、特定受託事業者の給付の内容、報酬の額、支払い期日その他の事項を、書面又は電

磁的方法により特定受託事業者に対し明示しなければならないこととしております。ま

た、特定業務委託事業者が特定受託事業者に対し業務委託をした場合における報酬の支

払い期日は、当該特定業務委託事業者が特定受託事業者の給付を受領した日から起算し

て六十日の期間内において、かつ、できる限り短い期間内において、定められなければ

ならないこととするとともに、特定業務委託事業者は、当該支払い期日までに報酬を支

払わなければならないこととしております。そのほか、一定期間以上継続して行われる

業務委託について、特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、特定受託事業者

の給付の受領を拒んではならないこと、報酬の額を減じてはならないこと等、特定業務

委託事業者の遵守事項を定めることとしております。 

 第三に、特定受託業務従事者の就業環境の整備について定めるものであります。 

 特定業務委託事業者は、広告等により特定受託事業者の募集に関する情報を提供する

ときは、虚偽の表示又は誤解を生じさせる表示をしてはならず、また、正確かつ最新の

内容に保たなければならないこと、特定受託事業者が育児、介護等と両立しつつ継続的

業務委託に係る業務に従事することができるよう、必要な配慮をしなければならないこ

と、特定受託業務従事者に対するハラスメント行為により、その就業環境を害すること

のないよう、相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備等を講じなければな

らないこと、継続的業務委託について、契約の解除をしようとする場合等には、原則と

して、少なくとも三十日前までに予告しなければならないことを定めることとしており



ます。 

 第四に、公正取引委員会、中小企業庁長官又は厚生労働大臣は、この法律の施行に必

要な限度において、特定業務委託事業者等に対し、業務委託に関し報告をさせ、又はそ

の職員に、これらの者の事務所等に立ち入り、帳簿書類等を検査させることができるこ

ととするとともに、この法律の違反行為があった場合等には、指導、助言、勧告、命令、

公表等をすることができることとしております。 

 第五に、国は、特定受託事業者に係る取引の適正化及び特定受託業務従事者の就業環

境の整備に資するよう、特定受託事業者からの相談に応じ、適切に対応するために必要

な体制の整備等を講ずることとしております。 

 なお、この法律案の施行期日は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内に

おいて政令で定める日としております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院内閣委員長報告（令和五年四月六日） 

○大西英男君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、個人が事業者として受託した業務に安定的に従事することができる環境を整

備するためのものです。 

 その主な内容は、 

 第一に、特定受託事業者に係る取引の適正化について定めるものです。 

 第二に、特定受託業務従事者の就業環境の整備について定めるものです。 

 本案は、去る三月二十八日本委員会に付託され、翌二十九日後藤国務大臣から趣旨の

説明を聴取しました。次いで、四月五日に質疑を行い、質疑終局後、採決いたしました

ところ、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月五日） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について遺漏なき

を期すべきである。 

一 特定受託事業者であるか否かを問わず、業務委託の相手方である者からの相談を受

ける体制を整備し、その相談窓口を周知すること。 

二 報酬の決定に際し、特定受託業務従事者の安全及び衛生に係る必要な経費が確保さ

れるよう、本法に基づき必要な対応を検討すること。 

三 業務委託契約を締結するに当たっては、特定受託業務従事者の安全と衛生に配慮し、

心身の健康を害する就業時間数等にならない期日を設定するよう、必要な措置を講ず

ること。 



四 仲介事業者を通じて業務を受託する特定受託事業者もいることを踏まえ、業務委託

を仲介する事業者の実態を把握するとともに、質の確保の観点から、本法の適用対象

とならない仲介事業者に対する規制の必要性について検討すること。 

五 雇用によらない働き方をする者の就業者保護の在り方について、本法の施行状況や

就業の実態等を踏まえて検討し、必要な措置を講ずること。 

六 本法の実効性を確保するため、本法に基づく省令・指針等を定めるに際しては、業

界・業種によって契約内容が大きく異なるため、それぞれの業界及び当事者の意見を

踏まえた省令・指針等を定めること。 

七 本法の趣旨、本法に違反する事案等について、業務委託事業者、特定受託事業者及

び業務委託を仲介する事業者に対し、十分に周知・広報を行うこと。 

八 本法施行後の実態把握に努めるとともに、施行後三年を目途とした見直しを行うに

当たっては、当事者を含む関係者からの意見を聴取して検討を行うこと。 

九 業務委託で給付や報酬その他の条件を明示する方法は、契約書や発注書の形式だけ

ではなく、ダウンロード機能を持ったサービスを用いるなどしてメールのみならずそ

の他の電磁的手法を用いて箇条書きする等、受発注者の双方に過剰な負担とならない

方法も認めることを検討すること。 

十 明示する内容は、業務内容、成果物、報酬額に加え、納期、納品場所、支払方法、

変更解除条件等も含めることを検討すること。 

十一 委託事業者の禁止事項については、本法の運用状況を検証しつつ、拡充も視野に

検討すること。 

十二 長期に継続的に契約している場合の契約の保護として、本法の施行状況等を踏ま

えつつ、中途解除時等の事前予告の在り方について検討すること。 

十三 ハラスメント再発防止対策を特定業務委託事業者の義務とすることを指針等にお

いて明確化するとともに、事案に係る事実関係の調査やハラスメント防止対策に係る

研修等の在り方を検討すること。また、特定受託事業者を対象とし、和解あっせん機

能を有するフリーランス・トラブル一一〇番において適切な相談対応を図ること。 

十四 特定受託事業者の疾病、障害、死亡、廃業などのライフリスク対策について検討

すること。 

十五 偽装フリーランスや準従属労働者の保護については、労働基準監督署等が積極的

に聴取し確認すること。 

十六 労働基準法上の労働者に当たる者に対し、労働関係法令が適切に適用されるよう

な方策を検討すること。 

十七 業務委託をする場合に作成する書面等で明示すべき項目については、あらかじめ

具体的な指針を示し、十分に周知を図ること。また、主な違反事例等についての情報

を整理し、公表すること。 

十八 業務委託事業者が、報酬減額等の不利益取扱いを示唆して、消費税免税事業者で



ある特定受託事業者に対し、課税事業者となるよう一方的に通告しないよう、業務委

託事業者に周知徹底すること。 

三、参議院内閣委員長報告（令和五年四月二八日） 

○古賀友一郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、我が国における働き方の多様化の進展に鑑み、個人が事業者として受託

した業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、特定受託事業者に業務

委託をする事業者について、取引条件の明示を義務付ける等の措置を講じようとするも

のであります。 

 委員会におきましては、本法律案の適用範囲と取引適正化等の実効性、取引条件の明

示の在り方、育児介護等への配慮義務及びハラスメント対策の具体的内容、労働者性の

判断基準等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いま

す。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月二七日） 

政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 本法の趣旨、本法に違反する事案等について、業務委託事業者、特定受託事業者、

業務委託を仲介する事業者等の当事者を含む関係者に対し、十分に周知・広報するこ

と。 

二 本法に違反する事案等を的確に把握し、それに対する指導、勧告等の措置が迅速か

つ適切に執行されるよう、公正取引委員会、中小企業庁及び厚生労働省の体制を十分

に整備するとともに、各行政機関の一層の連携強化を図ること。 

三 特定受託事業者であるか否かを問わず、業務委託の相手方である者からの相談を受

ける体制を整備し、その相談窓口を十分に周知・広報すること。 

四 本法の実効性を確保するため、本法に基づく政省令・指針等を定めるに際しては、

業界・業種によって契約内容が大きく異なることに鑑み、それぞれの業界及び当事者

など幅広く関係者の意見を十分に踏まえること。また、業界団体等において検討、作

成される標準的な契約書について相談、支援に応じること。 

五 業務委託をした場合に給付内容、報酬額その他の事項を明示する方法について、メ

ールやダウンロード機能を持ったサービス等の電磁的手法を用いた箇条書き形式も認

める等、受発注者の双方に過剰な負担とならない方法を検討すること。また、明示し

なければならない事項について、納期、納品場所、支払方法、変更解除条件等も含め

ることを検討するとともに、具体的なガイドラインを作成し、十分に周知・広報する



こと。 

六 業務委託に係る契約締結時における契約内容の明確化の必要性について、本委員会

において参考人から出された意見も参考にしながら検討すること。 

七 業務委託における報酬額の決定に際し、原材料、資材等の調達経費、特定受託業務

従事者の安全及び衛生に係る経費その他業務の遂行に必要な経費が適正に確保される

よう、本法に基づき必要な対応を検討すること。 

八 業務委託における特定受託業務従事者の安全及び衛生に配慮するため、心身の健康

を害する就業時間数等にならない期日の設定等、必要な安全及び衛生上の対応を検討

すること。 

九 特定業務委託事業者の禁止事項について、本法の施行状況等を検証しつつ、拡充も

視野に検討すること。 

十 特定業務委託事業者が特定受託事業者から育児介護等の状況に係る申出を受けた際

に、当該申出を理由としてその者にとって望ましくない行為が行われることのないよ

う、指針等において明確化するとともに、当該申出に係る状況に応じて必要な配慮を

しなければならない旨を周知徹底する等により、特定受託事業者が申出をしやすい環

境の整備に取り組むこと。 

十一 ハラスメント再発防止対策及び事後の迅速かつ適切な対応を特定業務委託事業者

の義務とすることを指針等において明確化するとともに、事案に係る事実関係の調査

やハラスメント防止対策に係る研修等の在り方を検討すること。また、特定受託事業

者を対象とし、和解あっせん機能を有するフリーランス・トラブル一一〇番において

適切な相談対応を図ること。 

十二 長期にわたり継続的な業務委託を受託する特定受託事業者の保護の一環として、

本法の施行状況等を踏まえつつ、中途解除時等の事前予告の在り方について検討する

こと。 

十三 本法施行後三年を目途とした見直しを行うに際しては、特定受託事業者の取引及

び就業実態、当事者を含む関係者の意見、諸外国における事例等を十分に踏まえ、検

討を行うこと。 

十四 特定受託事業者が仲介事業者を通じて業務を受託する場合もあることを踏まえ、

仲介事業者の実態を把握するとともに、仲介事業の質の確保の観点から、本法の適用

対象とならない仲介事業者に対する規制の必要性について検討すること。 

十五 特定受託事業者の疾病、障害、死亡、廃業等のライフリスク対策について検討す

ること。 

十六 労災保険の特別加入制度について、希望する全ての特定受託事業者が加入できる

よう対象範囲を拡大するとともに、労災保険特別加入者が利用できるメンタルヘルス

等の相談窓口の体制を一層拡充すること。 

十七 労働関係法令の適用対象外とされる働き方をする者の就業者保護の在り方につい



て、本法の施行状況や就業実態等を踏まえ、本委員会において参考人から出された現

場の意見も参考にしながら、労働者性の判断基準の枠組みが適切なものとなっている

か否かについても不断に確認しつつ検討し、必要な措置を講ずること。 

十八 労働基準法の労働者に当たる者に対し、労働関係法令が適切に適用されるような

方策を検討するとともに、いわゆる偽装フリーランスや準従属労働者の保護のため、

労働基準監督署等が迅速かつ適切に個別事案の状況を聴取、確認した上で、適切に対

応できるよう十分な体制整備を図ること。 

十九 特定業務委託事業者が、報酬減額等の不利益取扱いを示唆して、消費税免税事業

者である特定受託事業者に対し、課税事業者となるよう一方的に通告しないよう、特

定業務委託事業者に周知徹底すること。 

  右決議する。 

  

 


